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別紙 様式 1 (日 本 産業 規格 A 4 ) 


財務 ( 支 ) 局長 殿 


商 号 
又は 名 称 


氏 名 
(法人 に あっ て は 代表 者 の 氏名 ) 
担当 者 情報 














E-mail 


今般 、 以 下 の よ うに 障害 等 が 発生 し た の で 、 年 月 日 付 OO 第 号 に 基づき 報告 し ます 。 









































障害 発生 等 報告 書 
(第 報 ) (連絡 日 時 : 年 月 日 時 分 ) 
項 目 内 容 
障害 の 発生 発生 日 時 年 月 日 時 分 頃 
日 時 ・ 場 所 発生 場所 
障害 の 発生 し た | サー ビス の 概要 
サー ビス サー ビス へ の 影響 
障害 分 類 
障害 原因 ㅁ 未確認 口 確認 済み 
原因 内 容 等 
内 容 ( ) 
シス テム 名 称 
対象 シス テム ー 
シス テム の 概要 
口 復旧 済み ( 日 時 頃 ) 
復旧 見 込 口 復旧 見 込み ( 日 時 頃 ) 
ㅁ 주 뼈 
被害 状況 等 a 
復旧 まで の 影響 
法令 違反 の 有無 
他 の 貸金 業者 等 へ の 
影響 
復旧 まで の 対応 
対処 状況 対外 説明 
その 他 の 連絡 先 等 
事後 改善 策 











(記載 要領 ) 


1. 第 1 報 に つい て は 、 障害 等 の 全容 が 判明 する 前 の 断片 的 な も の で あっ て も 差し 支え な いも 
の と する 。 

第 2 報 以降 に つい て は 、 第 1 報 後 の 状況 の 変化 の 都度 適時 に その 状況 を 記載 する 。 

な お 、「 連 絡 日 時 」 に は 、 各 報告 を 行っ た 時 点 で の 日 時 を 記載 する 。 


2. サー ビス へ の 影響 や 原因 等 が 多岐 に 豆 る 場合 、 ま た は 補足 説明 資料 等 が ある 場合 に つい て 
は 、 本 様式 に その 旨 記 載 し た 上 で 、 別 紙 に 記載 し 添付 する こと も 可能 と する (様式 任意 )。 


3.「 障 害 の 発生 日 時 ・ 場 所 」 欄 に お ける 「 発 生 場所 」 に つい て は 、 障 害 が 発生 し て いる シス 
テム の 設置 場所 (市 町 村 名 まで ) 及び 店 舗 等 の 名 称 を 記載 する 。 


4. 「 障 害 原因 」 欄 に お ける 「 障 害 分 類 」 に つい て は 、 報 告 時 点 に お いて 障害 分 類 表 で 示し た 
原因 の 中 で 分 類 可 能 な も の を 記載 する 。 
な お 、 障 害 の 原因 が 多岐 に 古 る 場合 は 、 該 当 し 得る も の を 複数 記載 する こと を 可 と する 。 
また 、「 災 害 」 を 起因 と する シス テム 障害 に つい て は 、 通 信 障 害 に よる 遠隔 地 で の 通信 ス 


ルー プッ ト 低 下 等 の よう に 被災 地 以 外 で 発生 し た も の に 限り 、 本 様式 に 記載 する (被災 地 で 
発生 し て いる シス テム 障害 は 本 様式 に 記載 する 必要 は な い 。) 


5.「 対 象 シ ステ ム 」 欄 に お ける 「 シ ステ ム 名 称 」 に つい て は 、 障 害 が 発生 し て いる シス テム 
の 名 称 、 ま た は 当該 シス テム が 担っ て いる 業務 名 (勘定 系 、 対 外 接続 系 等 ) を 記載 する 。 


6. 「 被 害 状況 等 」 欄 に お ける 「 被 害 状況 」 に つい て は 、 被 害 (資金 需要 者 等 へ の 影響 等 ) が 
認 さ れ て いる 場合 に は 、 必 要 に 応じ その 状況 を 記載 する 。 
また 、「 他 の 貸金 業者 等 へ の 影響 」 に つい て は 、 他 の 貸金 業者 等 へ の 影響 が 確認 され て い 
る 場合 に は 、 必 要 に 応じ その 状況 を 記載 する 。 


7.「 対 処 状 況 」 欄 に お ける 「 復 旧 ま で の 対応 」 に つい て は 、 応 急 措 置 や 抜本 的 対応 (代替 措 
置 等 の 状況 ・ 方 針 )、 抜 本 的 対応 の 準備 に 要する 時 間 等 を 記載 する 。 


8.「 対 処 状況 」 欄 に お ける 「 そ の 他 の 連絡 先 等 」 に つい て は 、 警察 、 セ キュ リティ 関係 機関 、 
他 省庁 等 に 対し て 、 既 に 本 障害 等 を 報告 し て いる 場合 に 、 そ の 内 容 を 記載 する 。 





(障害 分 類 表 ) 


本 様式 の 「 障 害 原 因 」 欄 に お ける 「 障 害 分 類 」 に は 、 下 記 表 の コー ド 番 号 を 記載 する 。 


報告 時 点 に お いて 障害 原因 が 不明 で ある 場合 は 、 


凍害 分 類 は 空白 で あっ て も 差し 支え な い 。 





脅威 の 類型 


コー ド 
番号 


原因 の 分 類 


説明 





外部 か ら の 不正 アク 
セス 、Dos 攻撃 
コン ピュ ー タ ウイ ル 
ス へ の 感染 


外部 か ら の サイ バー 攻撃 に よる 障害 


コン ピュ ー タ ウイ ルス へ の 感染 に よる 障害 





その 他 の 意図 的 要因 


その 他 の 意図 的 要因 に よる 障害 





非 意 図 的 要因 


ソフ トウ ェ ア 障 害 


ソフ トウ ェ ア の 不具 合 等 に よる 障害 





ハー ドウ ェ ア 障 害 


\ー ド ウェ ア 等 物理 的 な 不具 合 等 に よる 障 





管理 面 ・ 人 的 要因 


その 他 の 非 意図 的 要 


設定 ミス 、 操 作 ミ ス 、 外 部 委託 管理 上 の 問 
題 等 に よる 障害 


その 他 の 非 意 図 的 要因 に よる 





災害 や 疾病 








他 分 野 の 障害 
か ら の 波及 


情報 通信 分 野 (電気 
通信 ) か ら の 波及 


電力 分 野 か ら の 波及 


災害 や 疾病 に よる 障害 
サ 


利用 する 電気 
る 障害 


ービス か ら の 波及 に よ 


通信 


利用 する 電力 利用 か ら の 波及 に よる 障害 





水道 分 野 か ら の 波及 


利用 する 水道 供給 か ら の 波及 に よる 障害 








その 他 の 波及 


その 他 





その 他 の 波及 に よる 障害 


上 記 の 脅威 の 類型 以外 の 理由 に よる 障害 








別紙 様式 2 


貸金 業者 台帳 

| 作成 年 月 日 | 
は 
きき を | 
| 
| | 
EE OOOO EEE | 
人 人 会 | | 69000 | 00 oo | 
|m 지레 세 | 


代理 店 





別紙 様式 3-1 (日 本 産業 規格 A4) 


貸金 業 関係 苦情 受付 対応 状況 票 


2 無 登録 の 疑い の ある 者 業者 へ の 氏名 ・ 内 容 等 の 開示 aes) 
3 不明 その 他 警察 ・ 都 道府県 等 へ の 情報 提供 


警察 ・ 都 道府県 等 へ の 氏名 ・ 内 容 等 の 開示 니미 및 | 
ㅁ 





取立 て 行為 

契約 内 容 

金利 

年 金 担保 

帳簿 の 開示 

過剰 貸付 け 

行政 当局 詐称 、 登 録 業 者 詐称 
保証 契約 

広告 ・ 勧 誘 (詐称 以外 ) 

その 他 

内 容 特定 困難 等 に より 確認 不可 能 
事実 関係 の 確認 (任意 報告 徴収 含む ) 
行政 指導 等 

法 に 基づき 報告 徴収 命令 を 発出 等 
警察 へ の 情報 提供 

照会 先 の 案内 

その 他 

貸金 業 協会 (処理 経過 ) 
弁護 士 会 、 司 法 書士 会 等 

裁判 所 

警察 

都 道 府 県 等 

その 他 


1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
1 


0 


内 
L 
大 
会 
先 
(O 印 を 付す ) 


Oo 은 WM 一 ~ の 이 은 ON 一 





別紙 様式 3-2 (日 本 産業 規格 A4) 
貸金 業 関係 苦情 等 対応 総括 表 ( 서 








TT 
mn 
yp 














疑 上 不明 その 他 





量规 制 世 








案 
内 
Ll 
"에 
た 
へ 
で 


に 


3 総量 規制 に 関す る も の 





RO BEV ON) 











3 イン ター ネッ ト 上 に 表示 する 無 意 録 業者 の 広告 に 係る 対応 関係 ( 単 





無間 録 の 疑い の ある 


者 に 係る も の うち 閲覧 不 


아앗 青 報 提供 (当月 分 ) 
察 


等 へ 
RE ORMR BA) | 





(記載 要領 ) 
1.「1 苦情 対応 等 関係 」 に つい て は 、 以 下 の と お り と する 。 


(1) 貸金 業者 の 違法 ・ 不 適切 な 行為 に 対す る も の は 「 苦 情 」 と し て 、 債 務 整 理 、 弁済 猫 予 等 に 関す る 「 相 談 」、 交 録 の 有無 、 法 令 
解釈 等 に 関す る 「 照 会 」、 制 度 改正 に 関す る 「 要 望 」 等 は 「 相 談 ・ 照 会 」 と し て 分 類する 。 


(2) 受付 状況 、 苦情 ・ 相 談 の 内 容 及 び 処 理 結果 を それぞれ に つい て 、 そ の 内 容 が 複数 に わた る 場合 で も 延べ で 計上 せ ず 、 
の を 1 件 と し て 計上 する こと 。 


I 応 結 果 の 計 は 、 受 付 時 点 に お いて 計数 を 一 致 さ せる こと 。 従っ て 、 結果 は 当月 内 の 対応 結果 を 記載 
る 。 


(④「 対 応 結果 」 に お ける 「 照 会 先 の 案内 」 の 件 数 と 、「 案 内 し た 照会 先 」 の 計 を 一 致 さ せる こと 。 
(5) 「 対 応 結果 」 に お ける 「 内 容 特 定 困難 等 に より 確認 不可 能 」 と は 、 匿名 に よる 申出 や 業者 へ の 開示 を 拒否 し て いる 場合 等 と する 。 
(6) 「 法 に 基づき 報告 徴収 命令 を 発出 等 」 に は 、 同 月 中 に 検査 、 処 分 を 行う に 至っ た も の を 含む 。 


(7) 財務 局 が 都 道 府 県 あ る い は 消費 者 相談 セン ター 等 の 行政 機関 (警察 を 除く 。 ) を 紹介 し た 場合 は 、「 都 道府県 等 」 欄 に 計上 す 
る こ 























主 な も 

























































































ーー と oe 


@ 申出 人 の 情報 か ら 金 融 庁 等 の ホー ムペ ー ジ な ど に より 登録 先 を 確認 する こと に よっ て 、「 財 務 ( 支 ) 局長 登録 業者 に 係る も の 」 
又は 「 都 道 府県 知 事 録 業者 に 係る も の 」 に 計上 する こと と し 、 確認 の 結果 、 姜 録 を 確認 で き な い 場合 は 「 無 姜 録 の 疑い の あ 
る 者 に 係る も の 」 に 計上 する こと 。 た だ し 、 申 出 人 が 業者 名 を 告げ な いこ と 等 に より 、 確 認 自体 が 行え な い 場合 は 「 不 明 その 他 」 
に 計上 する こと 。 


(9) 「 法 令 等 解釈 」 等 、 業者 を 特定 し な い 申 出 に つい て は 「 不 明 そ の 他 」 欄 に 計上 する こと 。 

(10)「 カ ウン セリ ング 機関 等 」 に は 、 公益 財団 法人 日 本 クレ ジッ トカ ウン セリ ング 協会 、 弁 護 士 会 、 司法 書士 会 等 を 含む 。 

2.「2 処分 等 関係 」 に つい て は 、 以下 の と お り と する 。 

苦情 を 端緒 に 報告 徴収 命令 に よる 報告 、 検 査 の 実施 、 行 政 処 分 を 行っ た 場合 は 、 当 月 内 に 行っ た 件 数 を 記載 する こと 。 

3.「 イ ンタ ーネット 上 に 表示 する 無 登 録 業 者 の 広告 に 係る 対応 関係 」 に つい て は 、 以 下 の と お り と する 。 
(1) 「 警 察 等 へ の 情報 提供 」 に は 、 イ ンタ ーネット 上 に 表示 する 広告 に 係る 情報 提供 を 行っ た 件 数 を 記載 する こと 。 

(2) 「 う ち 閲 覧 不可 」 に は 、 前 月 に 情報 提供 し た 広告 の うち 、 当 月 末 時 点 で 閲覧 不可 と な っ て いる 件 数 を 記載 する こと 。 























































































































































































































別紙 様式 4-1 (日 本 産業 規格 A4) 


OO 株 式 会 社 
代表 取締 役 OO OO # 


財務 ( 支 ) 局 長 


業務 状況 の 照会 に つい て 


貸金 業 を 営 も うと する 者 は 、 貸金 業法 に 基づき 、 内 閣 総理 大 臣 又 は 都 道 府 県 知 事 の 登録 を 受け な 
けれ ば これ を 営む こと が で き な い こと と な っ て いま す 。 
今 般 、 当 局 [= 等 ( 注 ) 貴社 が 貸金 業 に 該当 する 行為 を 行っ て いる と の 情報 


が 寄せ られ まし た 。 
つき まし て は 、 貴 社 の 具体 的 な 業務 内 容 等 を 年 月 日 まで に 書面 に より ご 回 答 願 いま す 。 
な お 、 期 限 ま で に 回 答 が な い 場 合 の ほか 、 貴 社 の 行為 が 同 法 に 違反 し て いる 疑い が ある と 認め る 

場合 に は 、 捜 査 当 局 へ の 情報 提供 等 、 必 要 な 措置 を 行う こと が あり ます の で 、 念 の た め 申 し 添え ま 


す 。 





注 各 財務 ( 支 ) 局 の 把握 し て いる 情報 等 実態 に 応じ て 、 記 載 例 へ の 文言 の 加除 可 。 
例 : 今般 、 当 局 に 貴社 か ら 金銭 の 貸付 け を 受け 、 返 済 を 求め られ て いる 等 貴社 が 


貸金 業 に 該当 する 行為 を 行っ て いる と の 情報 が 寄せ られ まし た 。 (以下 略 ) 





別紙 様式 4-2 (日 本 産業 規格 A4) 


OO 株 式 会 社 
代表 取締 役 OO OO # 


財務 ( 支 ) 局 長 


貸金 業 の 無 登録 営業 に 対す る 警告 に つい て 


貸金 業 を 営 も うと する 者 は 、 貸 金 業法 に 基づき 、 内 閣 総理 大 臣 又は 都 道 府 県 知 事 の 登録 を 受け な 
けれ ば これ を 営む こと が で き な い こと と な っ て いま す 。 

今般 、 当局 が 把握 調査 し まし た と ころ 、 貴 社 の 行為 は 貸金 業 に 該当 し て いる 疑い が ある と 認め ら 
れ ま す の で ( 注 ) 、 直ちに 当該 行為 を 取り 止め る よう 警告 し ます 。 

な お 、 当局 の 警告 に 応じ な い 場 合 は 、 捜 査 当 局 へ の 告発 を 検討 る な ど 、 し か る べき 措置 を と る こ 
と と し ます の で 、 念 の た め 申し 添え ます 。 


注 各 財務 ( 支 ) 局 の 把握 し て いる 情報 等 実態 に 応じ て 、 記 載 例 へ の 文言 の 加除 可 。 





(別紙 様式 5 ) 





( ) [ 電話 ・ 来 局 ・ そ の 他 














(別紙 様式 6 ) 





( ) [ 電話 ・ 来 局 ・ そ の 他 




















別紙 様式 7( ひ な 型 ) (日 本 産業 規格 A4) 


貸金 業者 の 概要 
(当初 登録 年 月 日 ) 
(役員 の 状況 ) 


その 他 参 考 事項 





別紙 様式 9( ひ な 型 ) (日 本 産業 規格 A4) 


貸金 業者 登録 証明 書 


商 号 
財務 ( 支 ) 局 長 殿 申請 者 又は 名 称 
氏 名 


(法人 に あっ て は 代表 者 の 氏名 ) 


いる 


下記 の と お り 、 貸 金 業法 第 3 条 第 1 項 の 規定 に より 登録 を 受け て こと を 証明 願い ます 。 
し 一 


\ た 


有 効 期 間 | 令 和 年 月 日 か ら 令 和 年 月 日 去 < 
業 務 停 止 期 間 令 和 年 月 日 か ら 令 和 年 月 日 去 < 


上 記 の と お り 相 違 な いこ と を 証明 する 。 
令 和 年 月 日 


財務 ( 支 ) 局 長 








에 한 푸 34| 메 왜 또 Ble mls so 日 下 과 時 를 떼 닷 운 붕 를 四。 


쫓 투 메 휘 쓰 요 북 초 종 부 


(7 뷔 \ 좋 쿼 우 더) (ERAN) 0 LEW 


別紙 様式 11 (日 本 产业 规格 A4) 
登録 状況 表 (B 表 ) 


財務 ( 支 ) 局 
(수체 年 月 末 現 在 ) 


_ _ うち z うち 
うち 日 農 | 「T」 を 付 し た うち 日 農 | 「T」 を 付 し た 
业者 ( 注 ) 业者 ( 注 ) 


1. 登録 件 数 
内 


| 月 月 月 

内 | ① 新 規 合 録 件 数 (② に 係る も の を 除く ) | | /| 月 | 
| | | | 
13101 a 의 
| 00900 기 |) | | | 」 
ou 
EE 
ぇ に 7000 개교 | 1 | | 
| 60006 | | |] 


( 注 ) 施 行 規則 第 26 条 の 29 の 2 の 規定 に 基づき 、 別 紙 様式 第 8 号 の 2 又は 第 8 号 の 3 に より 事業 報告 書 を 提出 し な けれ ば な ら な い 非 営利 特例 対象 法人 を いう 。 





※1 登録 換え に よる 新規 登録 件 数 ※2 登録 換え に よる 登録 抹消 件 数 


従前 の 登録 行政 庁 名 新規 登録 先 の 行政 庁 名 





( 注 ) 登 録 換え に よる 新規 登録 件 数 に つい て 従前 の 土 ) 登 録 換 え に よ る 登録 抹消 件 数 に つい て 新規 登録 先 
登録 行政 庁 名 及び 件 数 を 記載 する 。 の 行政 庁 名 及び 件 数 を 記載 する 。 


登録 換え に よる 
登録 抹消 件 数 








oe 

wae 09999 
ET | | | | | 
86900] | | | | | 
80900 | | | | | 
sa | | | | | 
snl | | | | | 
해 | ll 0 | 


( 注 ) 廃 業 等 届出 件 数 、 不 更新 件 数 、 更 新 拒否 件 数 、 登 録 換 え に よ る 登録 抹消 件数 、 登 録 取 消し 件 数 に つい て 、 貸金 業者 の 登録 回 数 ご と に 記載 する 。 














別紙 様式 12 (日 本 産業 規格 A4) 


文 書 番 号 

令 和 年 月 日 
警察 庁 長 官 殿 

財務 ( 支 ) 局 長 


貸金 業法 に よる 意見 聴取 に つい て 


貸金 業法 (以下 「 法 」 と いう 。 ) 第 44 条 の 2 第 1 項 の 規定 に 基づき 、 法 第 6 条 第 1 項 第 6 号 又は 第 8 号 
か ら 第 13 号 まで に 該当 する 事由 ( 同 項 第 8 号 か ら 第 10 号 まで 又は 第 13 号 に 該当 する 事由 に あっ て 
は 、 同 項 第 6 号 に 係る も の に 限る 。 ) の 有無 に つい て 、 下 記 の と お り 、 意 見 を 聴取 し ます 。 な お 、 貴 店 
の 回 答 は 、 年 月 日 まで に 行わ れる よう お 願い し ます 。 


記 


法 第 4 条 第 1 項 第 1 号 に 掲げ る 登録 申請 者 の | 当該 登録 申請 者 が 法 第 5 条 第 1 項 の 登録 を 受け て い 
商号 、 名 称 又 は 氏名 る 場合 に は 、 そ の 登録 番号 


財務 ( 支 ) 局 長 
知事 





(주) 当該 登録 申請 者 に 係る 照会 対象 者 の 氏名 等 に つい て は 、 別 途 送 付 し ます 。 


(記載 上 の 注意 ) 

1. 法 第 8 条 第 2 項 の 登録 を し よう と する 場合 の 意見 聴取 に お いて は 、 別 紙 様式 12 中 、「 法 第 6 条 第 
1 項 第 6 号 又 は 第 8 号 か ら 第 13 号 まで に 該当 する 事由 ( 同 項 第 8 号 か ら 第 10 号 まで 又は 第 13 号 に 
該当 する 事由 に あっ て は 、 同 項 第 6 号 に 係る も の に 限る 。 ) 」 と ある の は 、「 法 第 6 条 第 1 項 第 8 号 か ら 
第 10 号 まで 又は 第 13 号 に 該当 する 事由 ( 同 項 第 6 号 に 係る も の に 限る 。 ) 」 と 修正 する 。 別紙 様式 1 


3 に つい て も 同様 と する 。 
2. 別紙 様式 12 に つい て は 、 1 登録 申請 者 に つき 1 葉 作成 する も の と する 。 
3. 上 記 登 録 申請 者 の 登録 申請 書 (規則 別紙 様式 第 1 号 に 係る 部 分 に 限る 。 ) の 写し を 添付 する も の 





別紙 様式 13 (日 本 産業 規格 A4) 


(欠格 事由 に 該当 し な い 場 合 ) 


文 書 番 号 

令 和 年 月 日 
財務 ( 支 ) 局 長 殿 

警察 店 長官 


貸金 業法 に よる 意見 に つい て 


貸金 業法 (以下 「 法 」 と いう 。 ) 第 44 条 の 2 第 1 項 の 規定 に 基づき 、 別 紙 「 令 和 年 月 日 付 第 
号 の 書面 」 に より 意見 を 求め られ た 件 に つい て は 、 法 第 6 条 第 1 項 第 6 号 又は 第 8 号 か ら 第 13 号 まで 
に 該当 する 事由 ( 同 項 第 8 号 か ら 第 10 号 まで 又は 第 13 号 に 該当 する 事由 に あっ て は 、 同 項 第 6 号 
に 係る も の に 限る 。 ) が ある と は 認め られ な い 。 


( 注 ) 別紙 「 令 和 年 月 日 付 第 号 の 書面 」 と は 、 財 務 局 長 か ら 意見 を 求め られ た 際 の 
書面 で あっ て 、 照 会 対象 者 の 氏名 等 が 記録 され た も の は 含ま な い 。 


別紙 様式 14 (日 本 産業 規格 A4) 


(欠格 事由 に 該当 する 場合 ) 


文 書 番 号 

令 和 年 月 日 
財務 ( 支 ) 局 長 殿 

警察 店 長官 


貸金 業法 に よる 意見 に つい て 


dh 


貸金 業法 (以下 「 法 」 と いう 。 ) 第 44 条 の 2 第 1 項 の 規定 に 基づき 、 令 和 年 月 日 付 第 
に より 意見 を 求め られ た 件 に つい て は 、 下 記 の と お り 回 答 し ます 。 


nui 
cu 


法 第 6 条 第 1 項 第 号 に 該当 する 事由 が ある と 認め られ る 。 


別紙 様式 15 (日 本 産業 規格 A4) 


文 書 番 号 

수치 年 月 日 
警察 庁 長 官 殿 

財務 ( 支 ) 局 長 


貸金 業法 に よる 登録 拒否 に つい て 


貸金 業法 (以下 「 法 」 と いう 。 ) 第 44 条 の 2 第 1 項 の 規定 に 基づき 意見 を 聴取 し た 結果 、 法 第 6 条 の 
規定 に より 、 そ の 登録 の 拒否 を し た 者 に つい て 、 下記 の と お り 回 答 し ます 。 


nui 
CDH 


OOO 株 式 会 社 ( 令 和 年 月 日 付 第 号 に より 意見 聴取 ) 
O 〇 OO 株式 会 社 ( 令 和 年 月 日 付 第 号 に より 意見 聴取 ) 
OOO 株 式 会 社 ( 令 和 年 月 日 付 第 号 に より 意見 聴取 ) 


別紙 様式 16 (日 本 産業 規格 A4) 


文 書 番 号 

令 和 年 月 日 
警察 庁 長 官 殿 

財務 ( 支 ) 局 長 


貸金 業法 に よる 意見 聴取 に つい て 


貸金 業法 (以下 「 法 」 と いう 。 ) 第 44 条 の 2 第 3 項 の 規定 に 基づき 、 法 第 6 条 第 1 項 第 6 号 又は 第 8 号 
か ら 第 13 号 まで に 該当 する 事由 ( 同 項 第 8 号 か ら 第 10 号 まで 又は 第 13 号 に 該当 する 事由 に あっ て 
は 、 同 項 第 6 号 に 係る も の に 限る 。 ) 又は 法 第 12 条 の 5、 第 21 条 第 1 項 (第 24 条 第 2 項 、 第 24 条 の 
2 第 2 項 、 第 24 条 の 3 第 2 項 、 第 24 条 の 4 第 2 項 及 び 第 24 条 の 5 第 2 項 に お いて 準用 する 場合 を 含 
む 。 ) 、 第 24 条 第 3 項 、 第 24 条 の 2 第 3 項 若 し く は 第 24 条 の 3 第 3 項 の 規定 に 違反 する 事実 の 有無 
に つい て 、 下記 の と お り 意 見 を 聴取 し ます 


記 


意見 聴取 の 対象 と な る 貸金 業者 の 商号 、 名 称 又 は 氏名 当該 貸金 業者 の 登録 番号 


財務 ( 支 ) 局 長 
知事 





( 注 ) 当該 貸金 業者 に 係る 照会 対象 者 の 氏名 等 に つい て は 、 別 途 送 付 し ます 。 


(記載 上 の 注意 ) 
1. 別紙 様式 16 に つい て は 、 1 貸金 業者 に つき 1 葉 作成 する も の と する 。 


AA 号 に 係る 部 分 に 限る 。 ) の 写し を 添付 する も の と 


3. 文書 の 記載 に 当たっ て は 、 (記載 上 の 注意 ) の 囲み を 消し て 使用 する も の と する 。 





別紙 様式 17 (日 本 産業 規格 A4) 


(意見 陳述 事由 及び 意見 陳述 事実 が な い 場 合 ) 


財務 ( 支 ) 局 長 殿 


貸金 業法 に よる 意見 に つい て 


貸金 業法 (以下 「 法 」 と いう 。 ) 第 44 条 の 2 第 3 項 の 規定 に 基づき 、 別 紙 「 令 和 年 月 日 付 第 
号 の 書面 」 に より 意見 を 求め られ た 件 に つい て は 、 法 第 6 条 第 1 項 第 6 号 又は 第 8 号 か ら 第 13 号 まで 
に 該当 する 事由 ( 同 項 第 8 号 か ら 第 10 号 まで 又は 第 13 号 に 該当 する 事由 に あっ て は 、 同 項 第 6 号 に 
係る も の に 限る 。 ) 又は 法 第 12 条 の 5、 第 21 条 第 1 項 (第 24 条 第 2 項 、 第 24 条 の 2 第 2 項 、 第 24 条 
の 3 第 2 項 、 第 24 条 の 4 第 2 項 及 び 第 24 条 の 5 第 2 項 に お いて 準用 する 場合 を 含む 。 ) 、 第 24 条 第 3 
項 、 第 24 条 の 2 第 3 項 若 し く は 第 24 条 の 3 第 3 項 の 規定 に 違反 する 事実 が ある と は 認め られ な い 。 


( 注 ) 別紙 「 令 和 年 月 日 付 第 号 の 書面 」 と は 、 財 務 局 長 か ら 意見 を 求め られ た 際 の 
書面 で あっ て 、 照 会 対象 者 の 氏名 等 を 記録 し た も の は 含ま な い 。 


別紙 様式 18 (日 本 産業 規格 A4) 


(意見 陳述 事由 が ある 場合 ) 
文 書 番 号 
令 和 年 月 日 
財務 ( 支 ) 局 長 殿 
警察 店 長官 


貸金 業法 に よる 意見 に つい て 


dh 


貸金 業法 (以下 「 法 」 と いう 。 ) 第 44 条 の 2 第 3 項 の 規定 に 基づき 、 令 和 年 月 日 付 第 
に より 意見 を 求め られ た 件 に つい て は 、 下 記 の と お り 回 答 し ます 。 


nui 
uu 


法 第 条 第 項 第 号 に 該当 する 事由 が ある と 認め られ る 。 


別紙 様式 19 (日 本 産業 規格 A4) 


(意見 陳述 事実 に 該当 する 場合 ) 


文 書 番 号 

令 和 年 月 日 
財務 ( 支 ) 局 長 殿 

警察 店 長官 


貸金 業法 に よる 意見 に つい て 


dh 


貸金 業法 (以下 「 法 」 と いう 。 ) 第 44 条 の 2 第 3 項 の 規定 に 基づき 、 令 和 年 月 日 付 第 
に より 意見 を 求め られ た 件 に つい て は 、 下 記 の と お り 回 答 し ます 。 


nui 
uu 


法 第 ”条 第 项 第 号 に 違反 する 事実 が ある と 認め られ る 。 


別紙 様式 20 (日 本 産業 規格 A4) 


文 書 番 号 

令 和 年 月 日 
警察 庁 長 官 殿 

財務 ( 支 ) 局 長 


貸金 業法 に よる 命令 又は 登録 取消 し に つい て 


貸金 業法 (以下 「 法 」 と いう 。 ) 第 44 条 の 2 第 3 項 の 規定 に 基づき 意見 を 聴取 し 、 又 は 第 44 条 の 3 の 
規定 に 基づき 意見 陳述 を 受け た 結果 、 法 第 24 条 の 6 の 4 第 1 項 又は 第 24 条 の 6 の 5 第 1 項 の 規定 
に より 、 命 令 又 は 登録 の 取消 し を し た 者 に つい て 、 下記 の と お り 回 答 し ます 。 


nui 
uu 


法 第 24 条 の 6 の 4 第 1 項 の 規定 に より 、 命令 を し た 者 
OOO 株式 会 社 ( 令 和 年 月 日 付 第 号 に より 意見 聴取 ) 
OOO 株 式 会 社 ( 令 和 年 月 日 付 第 号 に より 意見 聴取 ) 


法 第 24 条 の 6 の 4 第 1 項 又 は 法 第 24 条 の 6 の 5 第 1 項 の 規定 に より 、 登録 の 取消 し を し た 者 


OOO 株 式 会 社 ( 令 和 年 月 日 付 第 号 に より 意見 聴取 ) 


OO の 株 式 会 社 ( 令 和 年 月 日 付 第 号 に より 意見 聴取 ) 





別紙 様式 21 (日 本 産業 規格 A4) 


文 書 番 号 

수치 年 月 日 
財務 ( 支 ) 局 長 殿 

警察 店 長官 


貸金 業法 に よる 意見 に つい て 


貸金 業法 (以下 「 法 」 と いう 。 ) 第 44 条 の 3 の 規定 に 基づき 、 下 記 の と お り 意 見 を 述べ ます 。 


記 
1 意見 の 対象 と する 貸金 業者 
※( 個 人 の 場合 ) 
氏名 OO OO 生年 月 日 昭和 OO 年 〇 月 OO 日 
住所 OOOO: 
※( 法 人 の 場合 ) 


商号 OOO 〇 会社 
所 在 地 OOOO»: 


2 法 第 6 条 第 1 项 第 号 に 該当 する 事由 の 有無 に 係る 意見 


法 第 6 条 第 1 項 第 号 に 該当 する 事由 が ある と 疑う に 足り る 相当 な 理由 が ある た め 、 当 該 貸金 
業者 に 対し て 適当 な 措置 を 採る こと が 必要 で ある と 認め られ る 。 


別紙 様式 22 (日 本 産業 規格 A4) 


文 書 番 号 

수치 年 月 日 
財務 ( 支 ) 局 長 殿 

警察 店 長官 


貸金 業法 に よる 意見 に つい て 


貸金 業法 (以下 「 法 」 と いう 。 ) 第 44 条 の 3 の 規定 に 基づき 、 下 記 の と お り 意 見 を 述べ ます 。 


記 
1 意見 の 対象 と する 貸金 業者 
※( 個 人 の 場合 ) 
氏名 OO OO 生年 月 日 昭和 OO 年 〇 月 OO 日 
住所 OOOO: 
※( 法 人 の 場合 ) 


商号 OOO 〇 会社 
所 在 地 OOOO 〇 O…… 


2 法 第 条 第 项 第 号 に 該当 する 事実 の 有無 に 係る 意見 
法 第 条 第 项 第 号 に 該当 する 事実 が ある と 疑う に 足り る 相当 な 理由 が ある た め 、 当該 
貸金 業者 に 対し て 適当 な 措置 を 採る こと が 必要 で ある と 認め られ る 。 


3 事実 の 概要 


別紙 様式 23 (日 本 産業 規格 A4) 
令 和 年 月 日 


財務 ( 支 ) 局 長 殿 


商 号 
又は 名 称 


氏 名 
(法人 に あっ て は 、 代表 者 の 氏名 ) 
法定 代理 人 
氏名 、 商 号 
又は 名 称 
( 注 ) 連 絡 先 、 商 号 又は 名 称 及 び 氏 名 に 変更 が あっ た 場合 
は 、 財 務 ( 支 ) 局 長 に その 則 連 絡 願 いま す 。 


残 貸付 債権 の 状況 等 に 係る 報告 書 


残 貸付 債権 の 状況 等 に つい て 、 下 記 の と お り 報 告 し ます 。 


nul 
cu 


1. 残 貸付 債権 の 状況 及び 債権 回 収 方 針 
( 令 和 年 月 日 現在 ) 
| 残 貸付 債権 债务 者 数 


合 計 


TS 0 0 0 0 0 050] 00 시 
自主 回 収 (予定 ) 


うち 施行 令 第 1 条 の 2 第 6 号 該当 


取立 委託 (予定 ) 


と | > 


出 | 避 | 避 


99] 00 비시 
EGR 本 | 人 | 
99] 000 s 生 | ん 


| 
日 
| 


> 





(記載 上 の 注意 ) 


1 「 う ち 施 行 令 第 1 条 の 2 第 6 号 該 当 」 に は 、 次 に 掲げ る 貸付 け に 係る 残 貸付 債権 の 合計 額 及び 
債務 者 数 の 合計 数 を 記載 する こと 。 


① 貸金 業法 施行 令 第 1 条 の 2 第 6 号 イ に 掲げ る も の と し て 、 同 号 に 規定 する 会 社 等 が 当該 会 社 
等 を 含む 同一 の 会 社 等 の 集団 に 属す る 他 の 会 社 等 に 対し て 行う 貸付 け 

② 貸金 業法 施行 令 第 1 条 の 2 第 6 号 口 に 掲げ る も の と し て 、 同 号 に 規定 する 会 社 等 を 含む 2 以上 

会 社 等 が 共同 で 営利 を 目的 と する 事業 を 営む た め の 契 約 に 基づき 他 の 会 社 等 の 経営 を 共同 

し て 支配 し て いる 場合 に お いて 、 当該 会 社 等 が 当該 他 の 会 社 等 に 対し て 行う 貸付 け 

③ 貸金 業法 施行 令 第 1 条 の 2 第 6 号 ハ に 掲げ る も の と し て 、 同 号 に 規定 する 会 社 等 の 同 号 ハ に 
規定 する 親会社 等 を 含む 2 以上 の 会 社 等 が 共同 で 営利 を 目的 と する 事業 を 営む た め の 契 約 に 
基づき 他 の 会 社 等 の 経営 を 共同 し て 支配 し て いる 場合 に お いて 、 当該 会 社 等 が 当該 他 の 会 社 等 
に 対し て 行う 貸付 け 

2 債務 者 数 に は 残 貸 付 債権 に 対応 する 債務 者 の 数 を 記載 する こと 。 

3「 そ の 他 ( )」 に は 、 例 えば 債権 放棄 な ど 具 体 的 な 方 針 を 記載 する こと 。 


2. 債権 譲渡 の 状況 (登録 有効 期間 満了 前 三 ヶ 月 間 に 債権 譲渡 を 行っ た も の を 含む 。 ) 





(記載 上 の 注意 ) 


1 「 譲 渡 先 」 は 、 貸 付 債権 を 譲り 受け た 者 の 商号 、 名 称 又 は 氏名 、 連 絡 先 (住所 、 電 話 番号 ) 及 び 
業種 を 記載 する こと 。 な お 、 貸金 業者 の 場合 は 、 登 録 番号 (登録 番号 の 括弧 書 に つい て は 、 記載 
を 省略 する こと が で きる 。 ) を 併記 する こと 。 

2「 譲 渡 年 月 日 」 に は 、 同 一 者 に 複数 回 債権 譲渡 が 行わ れ た 場合 に は 、 す べ て の 譲渡 年 月 日 を 
記載 する こと 。 

3 債権 譲渡 予定 の も の に つい て は 、( ) 内 に 債権 譲渡 予定 金額 を 記入 する こと 。 

4「 譲 渡 債権 金額 」 に は 、 譲 渡し た 貸付 債権 の 元 本 債権 額 を 記入 する こと 。 


3. 取立 委託 の 状況 


天 


1 「 委 託 先 」 は 、 貸付 債権 の 取立 委託 を 受け た 者 の 商号 、 名 称 又 は 氏名 、 連 絡 先 ( 住 所 、 電 話 番 
号 ) 及 び 業 種 を 記載 する こと 。 な お 、 貸金 業者 の 場合 は 、 登 録 番号 (登録 番号 の 括弧 書 に つい て 
は 、 記 載 を 省略 する こと が で きる 。 ) を 併記 する こと 。 

2「 委 託 年 月 日 」 に は 、 当初 の 委託 年 月 日 を 記載 する こと 

3 取立 委託 予定 の も の に つい て は 、( ) 内 に 取立 委託 予定 金額 を 記入 する こと 。 





( 記載 上 の 注意 ) 


4. 帳簿 及び 個人 情報 の 取扱 い 

(1) 帳簿 の 取扱 い 
口 保存 ロ 債権 譲渡 先 に 引継 ぎ 
口 その 他 ( ) 
(具体 的 な 措置 状況 ) 





(2) 個人 情報 の 取扱 い 

ㅁ 保存 口 債権 譲渡 先 に 引継 ぎ 
口 その 他 ( ) 
(具体 的 な 措置 状況 ) 





(記載 上 の 注意 ) 
1 該当 する 項目 すべ て に つい て 口 に ノ を する こと 。 
2「 具 体 的 な 措置 状況 」 に つい て は 、 保 存 先 や 廃棄 予定 時 期 等 を 詳細 に 記載 する こと 。 


5. 添付 書類 
(1 債権 譲渡 契約 書 の 写し 、 債 務 者 へ の 債権 譲渡 通知 の 雛形 
(2) 取 立 委任 契約 書 の 写し 、 債 務 者 へ の 取立 委託 通知 の 雛形 
(3 法 第 24 条 第 1 項 の 規定 に よる 通知 の 写し 


別紙 様式 23-2 (日 本 産業 規格 A4) 


令 和 年 月 日 


財務 ( 支 ) 局 長 殿 


(郵便 番号 ) 


商 号 
又は 名 称 


氏 名 
(法人 に あっ て は 、 代 表 者 の 氏名 ) 
法定 代理 人 
氏名 、 商 号 
又は 名 称 
( 注 ) 連 絡 先 、 商 号 又は 名 称 及 び 氏 名 に 変更 が あっ た 場合 
は 、 財 務 ( 支 ) 局 長 に その 旨 連 絡 願 いま す 。 


残 貸付 債権 の 状況 等 に 係る 報告 書 


残 貸付 債権 の 状況 等 に つい て 、 下 記 の と お り 報 告 し ます 。 


nul 
uu 


1. 残 貸付 債権 の 状況 及び 債権 回 収 方 針 
(수제 年 月 日 現在 ) 


ヘム ーー  . 9484 | 1660 
人 하 
(A) Parsmaeawesws| | 시 
自主 回 収 (予定 ) 

取立 委託 (予定 ) 

이 sm | 시 

60066) | 18 | 시 

이 0 00000 380 | 시 


(記載 上 の 注意 ) 


1 「 う ち 施 行 令 第 1 条 の 2 第 6 号 該 当 」 に は 、 次 に 掲げ る 貸付 け に 係る 残 貸付 債権 の 合計 額 及び 
債務 者 数 の 合計 数 を 記載 する こと 。 


と | > 


と | と | と 


] 
고 
| 


> 





① 貸金 業法 施行 令 第 1 条 の 2 第 6 号 イ に 掲げ る も の と し て 、 同 号 に 規定 する 会 社 等 が 当該 会 社 
等 を 含む 同一 の 会 社 等 の 集団 に 属す る 他 の 会 社 等 に 対し て 行う 貸付 け 

② 貸金 業法 施行 令 第 1 条 の 2 第 6 号 口 に 掲げ る も の と し て 、 同 号 に 規定 する 会 社 等 を 含む 2 以上 

会 社 等 が 共同 で 営利 を 目的 と する 事業 を 営む た め の 契 約 に 基づき 他 の 会 社 等 の 経営 を 共同 

し て 支配 し て いる 場合 に お いて 、 当該 会 社 等 が 当該 他 の 会 社 等 に 対し て 行う 貸付 け 

③ 貸金 業法 施行 令 第 1 条 の 2 第 6 号 ハ に 掲げ る も の と し て 、 同 号 に 規定 する 会 社 等 の 同 号 ハ に 
規定 する 親会社 等 を 含む 2 以上 の 会 社 等 が 共同 で 営利 を 目的 と する 事業 を 営む た め の 契 約 に 
基づき 他 の 会 社 等 の 経営 を 共同 し て 支配 し て いる 場合 に お いて 、 当該 会 社 等 が 当該 他 の 会 社 等 
に 対し て 行う 貸付 け 

2 債務 者 数 に は 残 貸 付 債権 に 対応 する 債務 者 の 数 を 記載 する こと 。 

3「 そ の 他 ( )」 に は 、 例 えば 債権 放棄 な ど 具 体 的 な 方 針 を 記載 する こと 。 


2. 債権 譲渡 の 状況 


譲渡 債権 金額 





(記載 上 の 注意 ) 


1 「 譲 渡 先 」 は 、 貸付 債権 を 譲り 受け た 者 の 商号 、 名 称 又 は 氏名 、 連 絡 先 (住所 、 電 話 番 号 ) 及 び 
業種 を 記載 する こと 。 な お 、 貸金 業者 の 場合 は 、 登 録 番号 (登録 番号 の 括弧 書 に つい て は 、 記載 
を 省略 する こと が で きる 。 ) を 併記 する こと 。 

2「 譲 渡 年 月 日 」 に は 、 同 一 者 に 複数 回 債権 譲渡 が 行わ れ た 場合 に は 、 す べ て の 譲渡 年 月 日 を 
記載 する こと 。 

3 債権 譲渡 予定 の も の に つい て は 、( ) 内 に 債権 譲渡 予定 金額 を 記入 する こと 。 

4「 譲 渡 債権 金額 」 に は 、 譲 渡し た 貸付 債権 の 元 本 債権 額 を 記入 する こと 。 


3. 取立 委託 の 状況 


8 





(記載 上 の 注意 ) 

1 「 委 託 先 」 は 、 貸付 債権 の 取立 委託 を 受け た 者 の 商号 、 名 称 又 は 氏名 、 連 絡 先 ( 住 所 、 電 話 番 
号 ) 及 び 業 種 を 記載 する こと 。 な お 、 貸金 業者 の 場合 は 、 登 録 番号 (登録 番号 の 括弧 書 に つい て 
は 、 記 載 を 省略 する こと が で きる 。 ) を 併記 する こと 。 

2「 委 託 年 月 日 」 に は 、 当初 の 委託 年 月 日 を 記載 する こと 

3 取立 委託 予定 の も の に つい て は 、( ) 内 に 取立 委託 予定 金額 を 記入 する こと 。 


4. 帳簿 及び 個人 情報 の 取扱 い 

(1) 帳簿 の 取扱 い 
口 保存 ロ 債権 譲渡 先 に 引継 ぎ 
口 その 他 ( ) 
(具体 的 な 措置 状況 ) 





(2) 個人 情報 の 取扱 い 

ㅁ 保存 口 債権 譲渡 先 に 引継 ぎ 
口 その 他 ( ) 
(具体 的 な 措置 状況 ) 





(記載 上 の 注意 ) 
1 該当 する 項目 すべ て に つい て 口 に ノ を する こと 。 
2「 具 体 的 な 措置 状況 」 に つい て は 、 保 存 先 や 廃棄 予定 時 期 等 を 詳細 に 記載 する こと 。 


5. 添付 書類 
(1 債権 譲渡 契約 書 の 写し 、 債 務 者 へ の 債権 譲渡 通知 の 雛形 
(2) 取 立 委任 契約 書 の 写し 、 債 務 者 へ の 取立 委託 通知 の 雛形 
(3 法 第 24 条 第 1 項 の 規定 に よる 通知 の 写し 








(日 本 産業 規格 A4) 




















別紙 様式 24 
業 務 報告 書 
财务 ( 支 ) 局長 殿 



































令 和 年 4 月 1 日 か ら 令 和 年 3 月 31 日 まで の 業務 の 状況 を 次 の と お り 報 告 い た し ます 。 





























直近 の 決算 期 
令 和 석 
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令 和 
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싸 
38 
dh 
































氏 名 
(法人 に あっ て は 、 代表 者 の 氏名 ) 
法定 代理 人 
氏名 、 商 号 
又は 名 称 





























連絡 者 
氏名 
電話 番号 (  ) 一 
































一 
一 < 








主 ) 「 意 録 番号 」 の 括弧 書 に つい て は 、 記載 を 省略 する こと が で きる 。 
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业 務 報告 書 
目 次 

貸付 金 の 種別 残高 

業種 別 貸付 残高 

貸付 金 の 金額 別 内 訳 

貸付 金 の 期間 別 内 訳 

貸付 金 の 金利 別 内 訳 

貸付 金 の 種別 内 訳 ( 除 外 貸付 ・ 例 外 貸 付 ) 

総量 規制 超過 部 分 の 貸付 残高 

消費 者 向 無 担 保 貸付 金 の 金額 別 内 訳 

消費 者 向 無 担 保 貸付 金 の 金利 別 内 訳 

事業 者 向 無 担 保 貸付 金 の 金額 別 内 訳 

事業 者 向 無 担保 貸付 金 の 金利 別 内 訳 

消費 者 向 無 担 保 貸付 金 の 新規 契約 状況 等 

貸金 業 協会 等 へ の 加入 状況 等 
(記載 上 の 注意 ) 
1 本 報告 書 は 、 法 の 規制 を 受け る 貸付 け に つい て 、 直 近 の 3 月 31 日 時 点 の 計数 等 を 記載 する 。 
2 「 連 絡 者 」 は 、 業 務 報 告 書 の 作成 担当 者 の 所 属 部 賭 及 び 氏 名 を 記載 する 。 
3 次 に 掲げ る 各 表 に つい て 、 該 当 が な い 場 合 も 「 該 当 な し 」 の 旨 記 載 し て 提出 する 。 
4 各 表 の 残高 の 単位 ( 百 万 円 、 千 円 ) 未 満 の 端数 は 、 特 に 注記 が な い 限 り 切 り 捨 て て 記載 する 。 この た め 、 各 

表 の 残高 内 訳 の 合計 は 「 合 計 」( 又 は 「 計 」) 欄 の 残高 と 合致 し な い 場合 が ある 。 
5 各 表 の 「 構 成 割合 」 は 、 合 計 に 対す る 割合 を 小数 点 第 3 位 を 切り 捨て 第 2 位 まで 記載 する 。 
6 各 表 中 、 貸 付 残高 等 の 実績 が な い 場合 は 「-」、 単 位 未 満 の 場合 は 「0」 と 記載 する 。 

各 表 中 、「 関 係 会 社 」 と ある の は 、 提 出 業 者 の 親会社 、 子 会 社 及 び 関 連 会 社 並び に 提出 業者 が 他 の 会 社 等 の 
関連 会 社 で ある 場合 に お ける 当該 他 の 会 社 等 を いい 、「 親 会 社 」、「 子 会 社 」 及 び 「 関 連 会 社 」 と は 、「 財 務 諸 表 
等 の 用 語 、 様 式 及 び 作 成 方 法 に 関す る 規則 」 (昭和 38 年 大 蔵 省 令 第 59 号 ) 第 8 条 に 規定 する 「 親 会 社 」、「 子 
会 社 」 及 び 「 関 連 会 社 」 を いう 。 

8 各 表 の 「 件 数 」 は 、 契 約 件 数 を 記載 する 。 な お 、 極 度 方 式 貸付 け に つい て は 、 極 度 方 式 基本 契約 に 基づく 貸 
付け 毎 の 件 数 で は な く 、 極 度 方 式 基本 契約 の 件 数 を 記載 する 。 
9 各 表 の 「 残 高 」 は 、 貸 付 当初 の 元 本 、 極 度 方 式 基本 契約 の 極度 額 で は な く 、 残 元 本 を 記載 する 。 
10 「 平 均 約定 金利 」 は 、 加 重 平 均 に より 小数 点 第 3 位 を 切り 捨て 第 2 位 ま で を 記載 する 。 
ee en 、 そ の 内 訳 が 18.559%% で 25 万 円 、17.80% で 15 万 円 、9.07% で 15 万 F | 
一 (25X18.55%+15X17.80%+15X9.07%) 55=0.1576(15.76%) 








な お 、 算 出 不 能 の 場合 は 推定 値 を 記載 する 。 








1 貸付 金 の 種別 残高 


































































































































































































































































































고 자이 
件 数 = 残 高 ーー 一 平均 約定 金利 
貸付 種別 構成 制 合 | 構成 割合 
4 担 保 件 % 万 FP % % 
消 住宅 向 を 除く ) 
担保 
住宅 向 を 除く ) 
住 宅 向 
舞 担 x 
(関係 会 社 向 を 除く ) 
。 | 有 担 保 
業 | (関係 会 社 向 を 除く ) 
者 | 주 形 室 
| | 引 
(関係 会 社 向 を 除く ) 
関係 会 社 0 
合 100 100 
(記載 上 の 注意 ) 
1 「 住 宅 向 」 は 住宅 購入 を 目的 と する いわ ゆる 住宅 ロー ン を いう こと と し 、 住宅 を 担保 に 住宅 ロー ン 以 











外 の 貸付 け を 行う 場合 を 含ま な い 。 


2 「 関 係 会 社 向 」 は 提出 業者 の 関係 会 社 及 び 提 出 業 者 の 親会社 の 関係 会 社 に 対す る 貸付 け を 記載 
する 。 





























3 担保 に は 保証 を 含ま な い 。 











2 业 种 别 贷 付 残 高 

















E 数 残 高 
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NT 
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业 种 别 一 構成 割合 f 
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複合 サー ビス 事 3 















































ㅁ 100 

















(記載 上 の 注意 
1 業種 別 貸 付 残高 は 貸付 先 の 主 な 事業 ( 通 去 1 年 間 に お ける 総 売 上 高 の う ち 割 合 の 最も 高い も の ) 
に より 分 類する 。 
2 業種 は 、 日 本 標準 産業 分 類 に より 分 類する 。 
3 「 先 数 」 は 名 寄せ し た 債務 者 数 を 記載 する 。 


4 事業 を 営む 個人 顧客 に つい て は 、 施 行 規則 第 10 条 の 23 第 1 項 第 4 号 及び 第 5 号 、 同 規則 第 10 条 の 
28 第 1 項 第 3 号 及び 第 4 号 に 定め る 契約 に 係る 貸付 け に つい て は 、 事業 性 が ある も の と みな し 、 そ れ 
ぞ れ の 業種 別 の 欄 に 計上 する 。 また 、 施行 規則 第 10 条 の 22 第 1 項 第 4 号 に 掲げ る 金額 を 基 に 算出 し 
た 法 第 13 条 の 2 第 2 項 に 定め る 基準 額 の 範囲 内 で 契約 し た 貸付 け に つい て は 「 個 人 」 の 欄 に 計上 す 
る 。 
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5 「 個 人 」 欄 の 残高 は 、「 表 1」 の 消費 者 向 計 の 残高 と 一 致す る 。 


6 「 特 定 非 営利 活動 法人 」 と は 、 特 定 非 営利 活動 促進 法 (平成 10 年 法律 第 7 号 ) 第 10 条 の 規定 
づき 設立 され た 特定 非 営 利 活動 法人 を いう 。 


7 残高 合計 は 、「 表 1」 の 残高 合計 と 一 致す る 。 
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3 貸付 金 の 金額 別 内 訳 























































































































































































































・ 残 高 件 数 残 高 
金額 別 一 構成 割合 構成 割合 
10 万 円 以下 件 % カド % 
10 万 円 超 30 万 円 以下 
30 50 I 
50 7 100 7 
100 7 500 / 
500 WW 1000 / 
1,000 7 5,000 / 
5,000 7 1 億 円 以下 
1 億 円 超 5 7 
5 I 10 | 
10 / 100 7 
100 億 円 超 
合 더 100 100 
1 件 当たり 平均 貸付 残高 万 下 












































(記載 上 の 注意 ) 
1 貸付 残高 が 直近 の 事業 人 

















6 度 未 に お ける 自己 資金 (法人 の 場合 は 自己 資本 ) の 額 を 超え る 貸付 
先 す べ て (た だ し 、 当該 先 が 20 に 満た な い 場 合 は 、 貸付 残 高 上 位 20 位 まで の 貸付 先 ) に つい て 、 
それ ぞ れ の 貸付 先 名 、 業 種 、 貸 付 件 数 及び 貸付 残高 を 記載 し た 別途 の 表 (任意 様式 ) を 併せ て 
提出 する 。 己 資 金 叉 は 自己 資本 を 超え る 貸付 先 が 無 い 場 合 は 別途 の 表 の 提出 は 不要 ) 


2 「 自 己 資 金 」 と は 、 資 産 の 合計 額 か ら 負債 の 合計 額 を 控除 し た 額 を いう 。 


3 「 自 己 資本 」 と は 、 資 産 の 合計 額 より 負債 の 合計 額 並び に 配当 金 及 び 役員 賞与 金 の 予定 額 を 
控除 し 、 引 当 金 ( 特 別 法 上 の 引当 金 を 含む 。 ) の 合計 額 を 加え た 人 額 を いう 。 


4 「 合 計 」 欄 の 件 数 及び 残高 は 、「 表 1」 の 合計 件 数 及び 合計 残高 と 一 致す る 。 
5 中 件 当たり 平均 貸付 残高 」 は 、 小数点 第 3 位 を 切捨て 第 2 位 まで を 記載 する 。 例 : 1.25、0.36 等 
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4 貸付 金 の 期間 別 内 訳 












































































































































WR 件 数 残 回 
期間 別 一 wl ne 
1 年 以下 1 “ ‘ 
1 年 超 5 年 以下 
5 / 10 カリ 
10 7 15 カリ 
15 / 20 リカ 
20 / 25 7 
25 年 超 
合 き 100 100 
1 件 当 た り 平均 約 定 期 間 









































(記載 上 の 注意 ) 
1 期間 は 約定 期間 に よる 。 
2 「1 件 当たり 平均 約定 期間 」 は 加重 平均 に より 少数 点 第 3 位 を 切り 捨て 第 2 位 ま で を 記載 する 。 
葬 :1 年 以下 が 2 件 、1 年 超 5 年 以下 の 2 年 が 3 件 、3 年 が 5 件 、5 年 超 10 年 以下 の 6 年 が 3 件 、 
7 年 が 3 店 の 場合 
> (1X2 十 2X3 十 3X5 十 6X3 十 7 X3) 二 (2+3+5+3+3)=3.875 (3.87 年 ) 
な お 、 算 出 不 能 の 場合 は 推定 値 を 記載 する 。 
3 「 合 計 」 欄 の 件 数 及び 残高 は 、「 表 1」 の 合計 件 数 及び 合計 残高 と 一 致す る 。 















































































































































































































































5 貸付 金 の 金利 別 内 訳 

no 件 数 ・ 残 高 数 残 高 
に 00 構成 割合 構成 割合 

% ヨ 万 % 

10.0 % 以 下 

10.0 % 超 15.0 % 以 下 

15.0 7 18.0 7 

18.0 ) 20.0 7 

20.0 7 。 29.2 / 

29.2 7 

合計 100 100 

















(記載 上 の 注意 ) 








「 合 計 」 欄 の 件 数 及び 残高 は 、「 表 1」 の 合計 休 











F 数 及び 合計 残高 と 一 致す る 。 





6 貸付 金 の 種別 残高 (除外 貸付 ・ 例 外 貸付 ) 

















数 残高 











構成 割合 
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第 10 条 の 21 第 1 項 
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第 10 条 の 21 第 1 項 
め る 契約 
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第 10 条 の 21 第 1 項 
め る 契約 





h さ 
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間 第 10 条 の 21 第 1 項 
め る 契約 
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2 


100 


間 第 10 条 の 21 


了 第 1 
付 | 第 6 号 で 定め る 契約 











規則 第 10 条 の 21 第 1 項 
第 7 号 で 定め る 契約 









































第 10 条 の 21 


THU 第 1 项 
第 8 号 で 定め る 契約 





計 





第 10 条 の 23 第 1 項 
定め る 契約 











第 10 条 の 23 第 1 項 
号 の 2 で 定め る 契約 








施行 規則 第 10 条 の 23 第 1 項 
第 2 号 で 定め る 契約 





























施行 規則 第 10 条 の 23 第 1 項 
例 | 第 2 号 の 2 及び 施行 規則 第 10 
条 の 28 第 1 項 第 1 号 で 定め る 











外 施行 規則 第 10 条 の 23 第 1 項 
3 号 及 び 施 行 規則 第 10 条 
2 号 で 定め る 契 





























施行 規則 第 10 条 の 23 第 1 項 
号 及 从 施行 规则 第 10 条 
8 第 1 項 第 3 号 で 定め る 契 























施行 規則 第 10 条 の 23 第 1 項 
第 5 号 及び 施行 規則 第 10 条 
の 28 第 1 項 第 4 号 で 定め る 契 


約 




















施行 規則 第 10 条 の 23 第 1 項 
第 6 号 で 定め る 契約 





計 











の 즐 
더 








100 








100 




















契約 を いう 。 





1 「 除 外 貸 付 」 と は 、 法 第 13 条 の 2 第 2 項 に 規定 する 人 























E 宅 資金 貸付 契約 その 他 の 内 閣府 令 で 定め る 








2 「 例 外 貸付 」 と は 、 法 第 13 条 の 2 第 2 項 に 規定 する 個人 顧客 の 利益 の 保護 に 支障 を 生ずる こと が な 
E す る 個人 顧客 の 利益 の 保護 に 支障 を 3 
本 契約 を 含む 。 ) と し て 内 閣府 令 で 定め る も の を いう 。 


い 契 約 ( 法 第 13 の 3 第 5 項 に 規 






































E ず る こと が な い 極 度 方 式 基 











総量 規制 超過 部 分 の 貸付 残高 

























































































7 総量 
先 数 ・ 残 高 本 
先 数 残 高 
貸付 種別 
総量 規制 超過 部 分 の 貸付 残高 件 万 F 
社 貸付 残高 ) 
(記載 上 の 注意 ) 
『 点 で 個人 顧客 と 極度 方 式 基本 契約 を 締結 し て いる 場合 に お いて 、 









































1 「 先 数 」 は 、 本 報告 書 作成 時 
直近 で 実施 し た 法 第 13 条 の 3 第 1 項 及び 第 2 項 の 規定 に よる 調査 (途上 与信 調査 ) の 結果 、 同 条 
第 5 項 に 規定 する 「 基 準 額 超過 極度 方 式 基本 契約 」 に 該当 する と 認め られ た 極度 方 式 基本 契約 
(下記 2 に お いて 「 当 該 契 約 」 と いう 。 ) に 係る 個人 顧客 の 先 数 を 記載 する 。 
2 「 残 高 」 は 、 当 該 契 約 に 係る 個人 顧客 に 対す る 提出 業者 の 3 月 末 時 点 の 貸付 残高 (当該 契約 の 
残 元 本 及び 当該 契約 以外 の 貸付 け に 係る 契約 を 同一 顧客 と 締結 し て いる 場合 に は その 残 元 
本 。 ) の うち 、 当該 個人 顧客 に 係る 法 第 13 条 の 2 第 2 項 に 規定 する 「 基 準 額 」 を 超過 し て いる 額 を 


記載 する 。 





















































































































































出 











8 消費 者 向 無 担保 貸付 金 の 金額 別 内 訳 















































































































































件 数 ・ 残 高 件 数 残 
金額 別 。 ーー 構成 割合 

10 万 円 以下 件 % る 

10 万 円 超 20 万 円 以下 

20 7 30 7 

30 50 I 

50 7 70 7 



































슴 计 100 











1 件 当 た り 平均 货 付 残 高 








(記載 上 の 注意 
「 合 計 」 欄 の 件 数 及び 残高 は 、「 表 1」 の 消費 者 向 無 担保 貸付 金 の 件 数 及び 残高 と 一 致す る 。 


ペン 





















































9 消費 者 向 無 担保 貸付 金 の 金利 別 内 訳 
































































































































Ss 件 数 ・ 残 高 件 数 残 高 
多利 別 바스 構成 割合 시 
10.0 % 以 下 件 % 





10.0 % 超 15.0 % 以 下 





15.0 7 18.0 7 





18.0 7 20.0 7 





20.0 7 29.2 7 





29.2 7 











슴 計 100 








(記載 上 の 注意 ) 
「 合 計 」 欄 の 件 数 及び 残高 は 、「 表 1」 の 消費 者 向 無 担 保 貸付 金 の 件 数 及び 残高 と 一 致す る 。 
























































10 事業 者 向 無 担保 貸付 金 の 金額 別 内 訳 












































































































































































































































































































































































































































ー 件 数 * 狭 高 件 数 残 高 
金額 別 ーー 構成 割合 構成 割合 
100 万 円 以下 人 多 a * 
100 万 円 超 500 万 円 以下 
500 7 1000 7 
1000 1 5000 7 
5000 1 1 億 円 以下 
1 億 円 超 5 / 
5 アカ 10 几 
10 億 円 超 
合 計 100 00 
1 件 当 た り 平均 貸 付 残 高 万 F 
(記載 上 の 注意 ) 
1 「 合 計 」 欄 の 件 数 及び 残高 は 、「 表 1」 の 事業 者 向 無 担保 貸付 金 の 件 数 及び 残高 と 一 致す る 。 
2 中 件 当たり 平均 貸付 残高 」 は 、 小 数 点 第 3 位 を 切り 捨て 第 2 位 ま で を 記載 する 。 例 :1.25、0.36 等 
11 事業 者 向 無 担 保 貸付 金 の 金利 別 内 訳 
se 件 数 残 高 
金利 别 一 構成 割合 構成 割合 
5.0 % 以 下 件 % 万 PF 





5.0 % 超 10.0 % 以 下 





10.0 7 15.0 7 





15.0 7 18.0 7 





18.0 7 20.0 7 





20.0 7 29.2 7 





29.2 7 




















合 計 100 100 





(記載 上 の 注意 ) 
「 合 計 」 欄 の 伯 












































F 数 及び 残高 は 、「 表 1」 の 事業 者 向 無 担 保 貸付 金 の 件 数 及び 残高 と 一 致す る 。 




















無 担 保 貸付 金 の 新規 契約 状況 等 
(1) 新規 契約 状況 





12 消費 者 目 





기 






















































































件 数 等 
新規 申込 件 数 人 
新規 契約 件 数 件 
新 規 契約 率 % 




































































小 
5 | 
に 
고 

































































































































































件 数 は 、 当該 年 度 の 申込 件 数 (既存 顧客 か ら の 申込 件 数 を 含み 、 貸付 条 件 変更 に 係る も の は 除く 。 ) 
を 記載 する 。 
2 新規 契約 件 数 は 、 当 該 年 度 の 契約 件 数 (既存 顧客 と の 契約 件 数 を 含み 、 貸 付 条 件 変更 に 係る も の は 除く 。 ) 
を 記載 する 。 
3 新規 契約 率 は 、 新 規 契約 件 数 を 新規 申込 件 数 で 除 し た 数 字 を 小数 点 第 3 位 を 切り 捨て 第 2 位 まで 記載 する 。 
(2-1) 新規 貸付 状況 
件 数 等 
新規 貸付 総額 カド 
新規 貸付 件 数 수 
新規 平均 貸付 額 TFP 
(記載 上 の 注意 ) 

















I 


1 新規 貸付 総額 は 、 当 該 年 度 貸付 の 総額 を 記載 する 。 

2 新規 貸付 件 数 は 、 当 該 年 度 に 行っ た 新規 顧客 に 対す る 初回 貸付 の 件 数 を 記載 する 。 

3 新規 平均 貸付 額 は 、 新 規 貸付 総額 を 新規 貸付 件 数 で 除 し た 数 字 を 記載 する 。 

4 上 記 1 か ら 3 の 数 字 に つい て 把握 で き な い 場合 は 、「(2-2) 当該 年 度 の 貸付 状況 」 を 記載 する こと (本 表 
(2-1) の 記載 は 不要 )。 


に 行っ た 新規 顧客 に 対す る 初 









































끄 






































Hy 


E 度 の 貸付 状況 








NX 


(2-2) 当該 





























度 貸付 総額 FF 
度 貸付 件 
FE 均 贷 付 


uh 

NT 
は 
Tt 


























EW 
Xt 
p 
TT 











IK | EK | UR 


끄 바 
Xr 
R 
tt 


내 



































(記載 上 の 注意 ) 
1 貸付 総額 は 、 当 該 年 度 に 行っ た 貸付 け の 総額 を 記載 する 。 

2 貸付 件 数 は 、 当 該 年 度 に 行っ た 貸付 け の 件 数 を 記載 する 。 

3 平均 貸付 額 は 、 貸 付 総額 を 貸付 件 数 で 除 し た 数 字 を 記載 する 。 

4 「②⑫-1) 新規 貸付 状況 」 を 記載 し た 場合 に は 、 本 表 (2-2) の 記載 は 不要 と する 。 
























































13 貸金 業 協会 等 へ の 加入 状況 等 








1 貸金 業 協会 に 加盟 し て いる 























2 指定 信用 情報 機関 に 加盟 し て いる 





























3 電話 加入 権 に 質 権 を 設定 する こと を 目的 と し た 事業 協同 組合 に 加盟 し て いる 

















4 一 般 社団 法人 日 本 クレ ジッ ト 協 会 に 加盟 し て いる 











5 日 本 クレ ジッ トカ ー ド 協会 に 加盟 し て いる 






































2: 


























品 括 信用 購入 あっ せん 業者 又は 個別 信用 購入 あっ せん 業者 と し て 登録 を 受け て いる 


























電気 機械 器具 関係 の 一 般 社団 法人 等 に 加盟 し て いる (関係 会 





ト が 加盟 し て いる 場合 を 含 






































8 自動 車 関係 の 一 般 社団 法人 等 に 加盟 し て いる (関係 会 社 が 加盟 し て いる 場合 を 含む ) 
























































9 日 本 百貨 店 協会 、 日 本 チェ ー ン スト ア 協 会 、 協 同 組合 連合 
会 日 本 専門 店 会 連盟 に 加盟 し て いる (関係 会 社 が 加盟 し て いる 場合 を 含 








会 日 本 商店 連盟 、 協 同 組合 連合 


fe 
中 


む ) 



































10 建設 ・ 不 動産 関係 の 一 般 社 団 法人 等 に 加盟 し て いる (関係 会 社 が 加盟 し て いる 場合 を 含む ) 











買 屋 の 許可 を 受け て いる 

















12 公益 社団 法人 リー ス 事 業 協 会 に 加盟 し て いる 
































13 日 赋 贷 金 业者 上 L 共 登录 立 抽 TV 国 











14 上 記 の いずれ に も 該当 し な い 

















(参考 ) そ の 他 加 入 し て いる 団体 が あれ ば その 名 称 を 記載 する こと 

















(記載 上 の 注意 ) 














1 1 て 14 の 該当 する 項目 の 左 の 欄 に 〇 を 記載 し 、 参 考 に つい て は その 名 称 を 記載 する こと 。 















































2 一 般 社団 法人 等 と は 、 一 般 社 団 法人 、 一 般 財 団 法人 、 公益 社 




















本 











法人 、 公 益 財 











団 法人 等 を いう 。 

















別紙 様式 24- 2 





(日 本 産業 規格 A4) 





業 務 報 


개 
때 





財務 ( 支 ) 局長 -※ 





令 和 年 4 月 1 日 か ら 令 和 年 3 月 3 1 日 まで の 業務 の 状況 を 次 の と お り 報 告 い た し 


























F 月 か ら 


























届出 者 。 登录 番号 

财务 ( 支 ) 局 长 (T ) 第 
(郵便 番号 ) 
住 所 

電話 番号 (  ) = 


an 




















名 称 
代表 者 名 








一 
ニン > 
レ 








人生) 「 意 録 番号 」 の 括弧 書 に つい て は 、 記 載 を 省略 する こと が で きる 。 








業 務 報告 書 














貸付 金 の 内 容 別 残 高 

業種 別 貸付 残高 

貸付 金 の 金額 別 内 訳 

主 な 貸付 先 の 状況 (貸付 残高 上 位 1 0 者 ) 
貸付 金 の 期間 別 内 
貸付 金 の 金利 別 内 
貸付 金 の 新規 契約 状況 

各種 団体 等 へ の 加入 状況 

特定 非 営利 活動 貸付 け を 行っ て いる 場合 の 貸付 け 相 手 方 等 の 債務 総額 及び 財務 状況 の 定期 的 な 
把握 、 必 要 に 応じ た 助言 又は 指導 の 実施 状況 

10 生活 困 負 者 支援 貸付 け の 状況 





























强 했 














〇 06 NO 의 PR の NDR 









































は 、 法 の 規制 を 受け る 貸付 け に つい て 、 直 近 の 3 月 31 日 時 点 の 計数 等 を 記載 する 。 
連絡 者 」 は 、 業 務 報 告 書 の 作成 担当 者 の 所 属 部 署 及び 氏名 を 記載 する 。 
次 に 掲げ る 各 表 に つい て 、 該 当 が な い 場 合 も 「 該 当 な し 」 の 旨 記 載 し て 提出 する 。 
4 各 表 の 残高 の 単位 ( 百 万 円 、 千 円 ) 未満 の 端数 は 、 特 に 注記 が な い 限 り 切り 捨て て 記載 する 。 こ の た め 、 各 
表 の 残高 内 訳 の 合計 は 「 合 計 」( 又 は 「 計 」) 欄 の 残高 と 合致 し な い 場 合 が ある 。 
5 各 表 の 「 構 成 割合 」 は 、 合 計 に 対す る 割合 を 小数 点 第 3 位 を 切り 捨て 第 2 位 まで 記載 する 。 
6 各 表 中 、 貸 付 残高 等 の 実績 が な い 場 合 は 「-」、 単 位 未満 の 場合 は 「0」 と 記載 する 。 
7 各 表 の 「 件 数 」 は 、 契 約 件 数 を 記載 する 。 な お 、 極 度 方 式 貸付 け に つい て は 、 極 度 方 式 基本 契約 に 基づく 貸 
付け 毎 の 件 数 で は な く 、 極 度 方 式 基本 契約 の 件 数 を 記載 する 。 
8 各 表 の 「 残 高 」 は 、 貸 付 当初 の 元 本 、 極 度 方 式 基本 契約 の 極度 額 で は な く 、 残 元 本 を 記載 する 。 
9 「 平 均 約 定 金利 」 は 、 加 重 平均 に より 小数 点 第 3 位 を 切り 捨て 第 2 位 ま で を 記載 する 。 
例 : 無 担保 貸付 残高 が 55 万 円 、 そ の 内 訳 が 18.55% で 25 万 円 、17. 80% で 15 万 円 、9. 07% で 15 万 円 の 場合 
> (25X18. 55%+15X17. 80%+15X9. 07%) 二 55=0. 1576 (15. 76%) 
な お 、 算 出 不 能 の 場合 は 推定 値 を 記載 する 。 































































































































































































ト | 














































































































1 貸付 金 の 内 容 別 残高 





貸 付 内 容 











特定 非 営利 活動 と し て 行わ れる 貸付 け 





















































活動 貸付 け 
































生活 困 鯛 者 を 支援 する た め の 貸 付け 




















E 活 困 鍛 者 支援 貸付 け 











そ の 他 








合 計 











(記載 上 の 注意 ) 

1 「 特 定 非 営利 活動 と し て 行わ れる 貸付 け 」 及 び 「 生 活 困 
の 2 第 2 項 第 3 号 に 掲げ る 貸付 け を いう 。 

「 特 定 非 営利 活動 貸付 け 」 と は 、 施 行 
3 「 生 活 困 徐 者 支援 貸付 け 」 と は 、 施 行 規則 第 1 条 の 2 の 4 第 5 項 の 4 



























































規則 第 1 条 の 2 の 4 第 4 項 の 特 








> 


『 定 非 営利 活 





第 者 を 支援 する た め の 貸 付け 」 と は 














ト 活 


ㅁ 





由 











、 施 行 規則 第 5 条 の 3 


助 貸付 け を いう 。 





魚 者 支援 貸付 


すけ を い 2 う 。 








2 業種 別 貸付 残高 








型 





先 数 ・ 残 
바이 数 残 그 
业 种 别 構成 割合 構成 割合 


니노 
ct 
型 




















全 
TT 



































農業 、 林 業 、 漁 業 





建設 




















電気 ・ ガ ス ・ 熱 供給 ・ 水 首 
































情 報 通信 業 









































印 売 業 、 小 売 業 


金 融 業 、 保 険 業 














デリ ㅁ 4E 녹고 
EAN ~ HH 具 ~ 








A 
总 











宿 泊 业 、 饮 食 仇 一 七 又 业 




















教育 、 学 習 支援 業 






















































































生活 困 句 者 














特定 非 営利 活動 法人 











そ の 他 








合 計 100 100 




















1 業種 別 貸付 残高 は 貸付 先 の 主 な 事業 (過去 1 年 間 に お ける 総 売上 高 の う ち 割 合 の 最も 高い も の ) に より 分 類する 。 

2 業種 は 、 日 本 標準 産業 分 類 に より 分 類する 。 

3 「 生 活 困 徐 者 」 と は 、 施 行 規則 第 1 条 の 2 の 4 第 6 項 に 定め る も の を いう 。 

4 「 特 定 非 営利 活動 法人 」 と は 、 特 定 非 営利 活動 促進 法 (平成 10 年 法律 第 7 

特定 非 営利 活動 法人 を い う 。 

5 事業 を 営む 個人 顧客 に つい て は 、 施 行 規則 第 10 条 の 23 第 1 项 第 4 号 及 び 第 5 号 、 同 規則 第 10 条 の 28 第 1 项 第 3 
号 及 び 第 4 号 に 定め る 契約 に 係る 貸付 け に つい て は 、 事 業 性 が ある も の と みな し 、 そ れ ぞ れ の 業種 別 の 欄 に 計上 する 。 
また 、 施 行 規則 第 10 条 の 22 第 1 项 第 4 号 に 掲げ る 金額 を 基 に 算出 し た 法 第 13 条 の 2 第 2 項 に 定め る 基準 額 の 範 
内 で 契約 し た 貸付 け に つい て は 「 個 人 」 の 欄 に 計上 する 。 

6 「 先 数 」 は 名 寄せ し た 債務 者 数 を 記載 する 。 

7 残高 合計 は 、「 表 1」 の 残高 合計 と 一 致す る 。 

























































































号 ) 第 10 条 の 規定 に 基づき 設立 され た 



























































































































































3 貸付 金 の 金額 別 内 訳 














件 数 ・ 残 高 






















































































































































































































































































金額 別 … > oh | 00806 | 

10 万 円 以下 件 万 FP % 

10 万 円 超 50 万 円 以下 

50 か 100 7/ 

100 7 500 7/ 

500 7 ヵ 1,000 ) 
1, 000 7 5, 000 / 
5,000 7 1 億 F ) 
1 借 円 超 

1 件 当 た り 平均 貸付 残高 

(記載 上 の 注意 

1 「 合 計 」 棚 の 件 数 及び 残高 は 、「 表 1 」 の 合計 件 数 及び 合計 残高 と 一 致す る 。 

2 1 件 当たり 平均 貸付 残高 」 は 、 小 数 点 第 3 位 を 切捨て 第 2 位 まで を 記載 する 。 例 : 1.25、0.36 等 
4 主 な 貸付 先 の 状況 (貸付 残高 上 位 1 0 者 ) 

貸 付 수 態様 件 数 残高 約定 金利 貸付 先 の 概要 

1 件 万 PF % 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 

上 位 10 計 

(記載 上 の 注意 ) 

態様 に は 「 特 定 非 営利 対象 法人 」、「 そ の 他 企 業 ・ 団 体 」、「 生 活 困 氏 者 」、「 そ の 他 個 人 」 の 別 を 記入 する 。 
























































5 貸付 金 の 期間 別 内 訳 








件 数 ・ 残 高 








必 
型 





構成 割合 








期間 別 



































1 年 以下 件 








1 年 超 5 年 以下 








5 7 10 ) 




















10 7 15 几 
15 / 20 // 
20 7 25 /) 
25 年 超 
合 큼 100 100 


(記載 上 の 注意 ) 
1 期間 は 約定 期間 に よる 。 
[ 「1 件 当たり 平均 約定 期間 」 は 加重 平均 に より 少数 点 第 3 位 を 切り 捨て 第 2 位 ま で を 記載 する 。 | 




































































IT 



































에 : 1 年 以下 が 2 件 、1 年 E 以 下 の 2 年 が 3 件 、3 年 が 5 件 、5 年 超 10 年 以下 の 6 年 が 3 件 、 
7 年 が 3 件 の 場合 

> (1X2 十 2X3 十 8X5 十 6X3 十 7X3) > (2+13+5+3+3) =3.875 (3.87 年 
な お 、 算 出 不 能 の 場合 は 推定 値 を 記載 する 。 

3 「 合 計 」 欄 の 件 数 及び 残高 は 、「 表 1 」 の 合計 件 数 及び 合計 残高 と 一 致す る 。 





(28 
ol 
上 






































マン 
























































6 貸付 金 の 金利 別 内 訳 





件数 … 残 高 
























































合 計 100 100 








(記載 上 の 注意 ) 
「 合 計 」 欄 の 件 数 及び 残高 は 、「 表 1 」 の 合計 件 数 及び 合計 残高 と 一 致す る 。 

















7 貸付 金 の 新規 契約 状況 等 
(1 ) 新規 契約 状況 


























新規 申込 件 数 件 

















































































































新 規 契約 주 % 

(記載 上 の 注意 

1 新規 申込 件 数 は 、 当 該 年 度 の 申込 件 数 (既存 顧客 か ら の 申込 件 数 を 含み 、 貸 付 条 件 変更 に 係る も の は 除く 。) 
を 記載 する 。 

2 新規 契約 件 数 は 、 当 該 年 度 の 契約 件 数 (既存 顧客 か ら の 込 件 数 を 含み 、 貸 付 条 件 変更 に 係る も の は 除く 。) 












































# 
を 記載 する 。 
新規 契約 率 は 、 新 規 契約 件 雪 を 新規 申込 件 数 で 除 し た 数 字 を 小数 点 第 8 位 を 切り 捨て 第 2 位 まで 記載 する 。 














(2 一 1) 新規 貸付 状況 























新 規 貸付 総 
新 規 貸付 件 
新規 平均 貸付 
























































記載 上 の 注意 ) 

1 新規 貸付 総額 は 、 当 該 年 度 に 行っ た 新規 顧客 に 対す る 初回 貸付 の 総額 を 記載 する 。 
2 新規 貸付 件 数 は 、 当 該 年 度 に 行っ た 新規 顧客 に 対す る 初回 貸付 の 件 数 を 記載 する 。 
2 
4 


















































때 LK 











新規 平均 貸付 額 は 、 新 規 貸付 総額 を 新規 貸付 件 数 で 除 し た 数 字 を 記載 する 。 
上 記 1 か ら 3 の 教 字 に つい て 把握 で き な い 場合 は 、「(2-2) 当該 年 度 の 貸付 状況 」 を 記載 する こと (本 表 
(2-1) の 記載 は 不要 )。 
































(2 一 2) 当該 年 度 の 貸付 状況 

















































































































当該 年 度 平均 貸付 額 万 
(記載 上 の 注意 ) 
貸付 総額 は 、 当 該 年 度 に 行っ た 貸付 け の 総額 を 記載 する 。 
当該 年 度 に 行っ た 貸付 け の 件 数 を 記載 する 。 






































平均 貸付 額 は 、 貸付 総額 を 貸付 件 数 で 除 し た 数 字 を 記載 する 。 
「(2-1) 新規 貸付 状況 」 を 記載 し た 場合 に は 、 本 表 (2-2) の 記載 は 不要 と する 。 





記 
1 | 
2 貸付 件 数 は 
3 
4 








8 各種 団体 等 へ の 加入 状況 








1 貸金 業 協会 に 加盟 し て いる 








2 全国 NPO バ ンク 連絡 会 に 加盟 し て いる 









































3 指定 信用 情報 機関 に 加盟 し て いる 























(参考 ) その 他 加 入 し て いる 団体 が あれ ば その 名 称 を 記載 する こと 

















(記載 上 の 注意 ) 
1 <3 の 該当 する 項目 の 左 の 欄 に 〇 を 記載 し 、 参 考 に つい て は その 名 称 を 記載 する こと 。 















































9 特定 非 営利 活動 貸付 け を 行っ て いる 場合 の 貸付 け 相手 方 等 の 債務 総額 及び 財務 状況 の 定期 的 な 把 
握 、 必 要 に 応じ た 助言 又は 指導 の 実施 状況 














(記載 上 の 注意 ) 
特定 非 営利 活動 貸付 け を 行っ て いる 特定 非 営利 金融 業者 に つい て の み 記 載 す る こと 。 
































10 生活 困 負 者 支援 貸付 け の 状況 
(1) アセ スメント の 実施 状況 











(記載 上 の 注意 ) 

1 生活 困 鯛 者 支援 貸付 け を 行っ て いる 特定 非 営利 金融 業者 に つい て の み 記 載 す る こと 。 (以下 (2) 及び (3) 
b 同样 ) 
2  「 ア セス メン ト 」 と は 施行 規則 第 1 条 の 2 の 4 第 5 項 第 1 号 に 定め る も の を いう 。 


















































(2) 上 記 (1) の 結果 に 基く 生活 再建 の た め の 計 画 を 策定 する た め の 措 置 状況 








(3) 上 記 (2) を 踏ま えた 貸付 け 相 手 方 等 の 債務 状況 の 把握 、 必 要 に 応じ た 助言 又は 指導 の 実施 状況 

















別紙 様式 25( ひ な 型 ) (日 本 産業 規格 A4) 


令 和 年 月 日 


財務 ( 支 ) 局 長 殿 


商 号 又 は 名 称 

従 た る 営業 所 等 の 名 称 

代表 者 又は 責任 者 名 
営業 所 等 の 所 在 報告 書 


貸金 業者 登録 簿 に 登録 され た 営業 所 等 に つい て 、 別紙 の と お り 報 告 し ます 。 


別紙 (ひな 型 ) (日 本 産業 規格 A4) 


登録 番 号 財務 ( 支 ) 局 長 ( ) 第 号 


rr 


在 地 


代表 者 氏名 


2 社内 規定 等 に よる 委任 
4 その 他 ( 具 体 的 に ) 

2 債権 の 回 収 

4 その 他 ( 具 体 的 に ) 


平方 メー トル 


(参考 ) 貸 金 業 に 従事 する 使用 人 の 数 が 50 人 以上 の 場合 は 、 代 表 者 の 権限 を 代行 する 地位 に あ 
る 者 を 記載 する 。 





(記載 上 の 注意 ) 
1 登録 番号 の 括弧 書 に つい て は 、 記 載 を 省略 する こと が で きる 。 
2 代表 者 と は 、 当 該 営 業 所 等 の 業務 を 統括 する 者 (本 店 長 、 支 店 長 、 営 業 所 長 、 事 務 所 長 等 ) を いう 。 


別紙 様式 26 (日 本 産業 規格 A4) 


規則 第 5 条 の 3 に 規定 する 廃業 等 の 届出 が あっ た 場合 等 の 連絡 


a 
登録 年 月 日 


貸金 業 協会 加入 の 有無 


登録 取消 し の 処分 に 係 
る 行政 手続 法 第 15 条 の 
規定 に よる 通知 が あっ 


通知 の 日 前 30 日 以内 の 
役員 の 氏名 (法人 に 
あっ て は 、 商 号 又は 名 
称 ) 


法 第 24 条 の 6 の 4 第 2 項 
の 規定 に より 解任 を 命 
ぜ ら れ た 役員 の 氏名 

(法人 に あっ て は 、 商 
号 又は 名 称 ) 





役員 解任 の 処分 に 係る 
行政 手続 法 第 15 条 の 規 


定 に よる 通知 が あっ た 
日 





法 第 2 4 条 の 6 の 5 第 1 項 各 号 に 該当 する と し た 事由 


法 第 2 4 条 の 6 の 5 第 1 項 第 号 





ss | 


別紙 様式 27 (日 本 産業 規格 A4) 


貸金 業 関係 連絡 会 、 幹 事 会 等 開催 状況 
( 令 和 年 3 月 末 現 在 ) 


当年 度 開催 状況 


入 都 道 府 県 





(記載 上 の 注意 ) 
都 道 府 県 等 主催 会 議 欄 に は 、 都 道府県 等 に より 設け られ た 貸金 業 関係 会 議 に つい て 記載 する 。 


